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科学研究費助成事業
令和8（2026）年

科研費（かけんひ）とは 

■我が国の科学技術・学術振興方策における「科研費」の位置付け

全国の大学や研究機関においては、様々な研究活動が行われています。科学研究費助成事業（科研費）はこ

うした研究活動に必要な資金を研究者に支援する仕組みの一つで、人文学、社会科学から自然科学までの全

ての分野にわたり、基礎から応用までのあらゆる「学術研究」を幅広く支援しています。令和８（2026）年度予

算は約2,479億円、令和７（2025）年度には、新規採択課題及び既に採択され継続している課題と併せて約

8万件の優れた研究を支援する我が国最大規模の競争的研究費です。

研究活動には、「研究者が比較的自由に行うもの」、「あらかじめ重点的に取り組む分野や目標を定めてプロ

ジェクトとして行われるもの」、「具体的な製品開発に結びつけるためのもの」など、様々な形があります。こう

した全ての研究活動のはじまりは、研究者の自由な発想に基づいて行われる「学術研究」にあります。科研費

は全ての研究活動の基盤となる「学術研究」を幅広く支えることにより、科学の発展の種をまき芽を育てる上

で、大きな役割を果たしています。

科研費では、研究者から応募された研究計画について厳正な審査を経て採択を決定し、研究活動に必要な

資金を支援します。

政策課題対応型研究開発
【mission-oriented research】

研究者の自由な発想に基づく研究（学術研究）
【curiosity-driven research】

府省がそれぞれ定める
目的のための公募型研究の実施

政府主導の国家プロジェクトや
研究開発法人等における
戦略的な研究開発の推進

科研費による研究の推進
競争的研究費等
（公募・審査による

課題選定）

研究の性格

資金の性格

大学・大学共同利用機関等における
研究の推進

基盤的経費等
（運営費の交付等）
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科学研究費助成事業
令和8（2026）年

研究種目について
科研費が支援する研究は、全分野の研究が対象です。
内容や規模などに合わせて様々な研究種目を用意しています。

■令和8（2026）年度助成における研究種目体系のイメージ

科研費は、人文学、社会科学から自然科学まで全ての分野にわたり、基礎から応用までのあらゆる「学術研

究」（研究者の自由な発想に基づく研究）を支援しています。

研究の段階や規模などに応じて「研究種目」が設定されており、応募する研究者は自身の研究計画の内容

や規模に応じて研究種目を選ぶことができます。
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国際的な研究への支援

「基盤研究」種目群 「学術変革研究」種目群

「若手研究」種目群国際先導研究

特別推進研究

基盤研究（Ｓ･Ａ･Ｂ･Ｃ）

特別研究員奨励費 研究活動スタート支援 若手研究

学術変革領域研究（Ａ･Ｂ）

挑戦的研究（開拓・萌芽）

国際共同研究強化

帰国発展研究

国際社会における我が国の学術
研究の存在感を向上させるための
国際共同研究や海外ネットワーク
の形成を促進する種目

これまでの蓄積に基づいた
学問分野の深化・発展を目指
す研究を支援し、学術研究の
足場を固めていく種目群

斬新な発想に基づく研究を支援し、
学術の体系や方向の変革・転換、新
領域の開拓を先導する潜在性を有
する種目群

若手研究者に独立して
研究する機会を与え、
研究者としての成長を
支援し、「基盤研究」種
目群等へ円滑にステッ
プアップするための種
目群

各研究種目の詳細は以下のとおりです。 ※令和８（2026）年7月現在

研 究 種 目 等 研　究　種　目　の　目　的　・　内　容 補助金・基金の別

科学研究費

特別推進研究
新しい学術を切り拓く真に優れた独自性のある研究であって、格段に優れた研究成果が期待
される一人又は比較的少人数の研究者で行う研究（3～5年間（真に必要な場合は最長7年間）　
2億円以上5億円まで（真に必要な場合は5億円を超える応募も可能））

学術変革領域研究

（A）多様な研究者の共創と融合により提案された研究領域において、これまでの学術の体系や
方向を大きく変革・転換させることを先導するとともに、我が国の学術水準の向上・強化や
若手研究者の育成につながる研究領域の創成を目指し、共同研究や設備の共用化等の取組
を通じて提案研究領域を発展させる研究（5年間 1研究領域単年度当たり 5,000万円以上3
億円まで（真に必要な場合は3億円を超える応募も可能））

（B）次代の学術の担い手となる研究者による少数・小規模の研究グループ（3～4グループ程度）
が提案する研究領域において、より挑戦的かつ萌芽的な研究に取り組むことで、これまで
の学術の体系や方向を大きく変革・転換させることを先導するとともに、我が国の学術水
準の向上・強化につながる研究領域の創成を目指し、将来の学術変革領域研究（A）への展開
などが期待される研究（3年間 1研究領域単年度当たり 5,000万円以下）

補助金

（A） 補助金

（B） 基金
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研 究 種 目 等 研　究　種　目　の　目　的　・　内　容 補助金・基金の別

科学研究費

特別研究促進費

研究活動スタート
支援

研究機関に採用されたばかりの研究者や育児休業等の取得又は未就学児の養育から復帰する
研究者等が一人で行う研究
　　　　　　1～2年間　　300万円以下（研究期間が1年の場合は150万円以下）

若手研究

奨励研究

学術図書 個人又は研究者グループ等が、学術研究の成果を公開するために刊行する学術図書の助成

データベース 個人又は研究者グループ等が作成するデータベースで、公開利用を目的とするものの助成

研究成果公開発表 学会等による学術的価値が高い研究成果の社会への公開や国際発信の助成

国際情報発信強化 学協会等の学術団体等が学術の国際交流に資するため、更なる国際情報発信の強化を行う取組
への助成

緊急かつ重要な研究課題の助成

特別研究員奨励費 日本学術振興会特別研究員（外国人特別研究員を含む）が行う研究の助成（3年以内）

研究成果公開促進費

国際共同研究強化
科研費に採択された研究者が半年から1年程度海外の大学や研究機関で行う国際共同研究。基
課題の研究計画を格段に発展させるとともに、国際的に活躍できる、独立した研究者の養成にも
資することを目指す（1,200万円以下）

国際先導研究

我が国の優秀な研究者が率いる研究グループが、国際的なネットワークの中で中核的な役割を
担うことにより、国際的に高い学術的価値のある研究成果の創出を目指す。ポストドクターや大
学院生の参画により、将来、国際的な研究コミュニティの中核を担う研究者の育成にも資する。
（7年間（10年間までの延長可）　5億円以下）

帰国発展研究 海外の日本人研究者の帰国後に予定される研究（3年以内　5,000万円以下）

国際共同研究加速基金

基盤研究

（S）一人又は比較的少人数の研究者が行う独創的・先駆的な研究
　　　　　　原則5年間　5,000万円以上　　2億円以下
（A）（B）（C）一人又は複数の研究者が共同して行う独創的・先駆的な研究
　　　（A）　  3～5年間　 2,000万円以上　　5,000万円以下
　　　（B）　  3～5年間　　500万円以上　　2,000万円以下
　　　（C）　  3～5年間　　500万円以下

（S）

（A）

（B）

（C）

挑戦的研究

基金

基金

基金

基金

基金

基金

補助金

補助金

基金

基金

補助金

一人又は複数の研究者で組織する研究計画であって、これまでの学術の体系や方向を大きく
変革・転換させることを志向し、飛躍的に発展する潜在性を有する研究
なお、（萌芽）については、探索的性質の強い、あるいは芽生え期の研究も対象とする
　　（開拓）　3～6年間　　500万円以上　　2,000万円以下
　　（萌芽）　2～3年間　　500万円以下

博士の学位取得後8年未満の研究者（注）が一人で行う研究
　　　　　　2～5年間　　500万円以下
（注）博士の学位を取得見込みの者及び博士の学位を取得後に産前産後の休暇を取得又は未就学児を養育し

ていた場合は、当該期間を除くと博士の学位取得後8年未満となる者を含む

教育・研究機関や企業等に所属する者で、学術の振興に寄与する研究を行っている者が一人で
行う研究　　1年間　　　  10万円以上　　100万円以下



科学研究費助成事業
令和8（2026）年

応募について

応募資格を満たせば科研費に応募できます。

科研費には、応募資格を満たす研究者であれば応募することができます。また、大学の研究者だけでなく、

文部科学大臣の指定を受けた民間企業等の研究機関に所属する研究者も応募することができます。

応募を検討する研究者の方は、具体的な手続について所属する研究機関にご確認ください。

科研費では、年度当初から研究を開始できるよう、前年4月から順次公募を開始し、審査を実施して、前年度

中に速やかに審査結果を各研究機関に送付することとしています。

公募要領や応募書類である研究計画調書を含めた関係書類は、文部科学省・日本学術振興会それぞれの

科研費ウェブサイトで公開しています。英語版の公募要領や研究計画調書も公開しており、英語による応募も

可能です。

応募は、電子申請システムによりオンラインで行っています。

公募要領について（日本学術振興会）
https://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/contents.html#u20230222185559
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公募要領について（文部科学省）
https://www.mext.go.jp/a_menu/shinkou/hojyo/boshu/1351544.htm

https://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/contents.html#u20230222185559
https://www.mext.go.jp/a_menu/shinkou/hojyo/boshu/1351544.htm
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■公募から内定までの流れ

科学研究費委員会
で審査・評価規程
の決定

科学研究費助成
事業説明会
（7月中下旬）

研究計画調書の受付

１０月中旬～１月下旬

＜合議審査＞
書面審査の結
果をもとに採否
を決定（審査委
員は書面審査
委員と同一）

最も一般的な研究種目である「基盤研究（A・B・C）」「若手研究」の令和９（2027）年度公募に
おける応募から内定までの流れ

審査結果集計・内定準備書面審査
結果集計

１０月中旬～１月下旬

＜２段階目の書面審査＞
１段階目の書面審査の集計結果をも
とに、他の委員の個別の審査意見も
参考に、採否のボーダー付近の課題
について、電子システム上で２段階目
の評点を付し、採否を決定（審査委員
は1段階目の書面審査委員と同一）

１段階目の
審査結果集計

２月下旬

1月下旬～２月上旬

４月上旬

各研究機関に内定（交付
申請手続き）を通知

7月中旬
（「基盤研究（A・B・C）」「若手研究」）

９月中旬
（「基盤研究（Ａ・Ｂ・Ｃ）」
「若手研究」） 提出期限

各研究機関に公募要領を周知する
とともにインターネットで公表

「基盤研究（A）」

総合審査

「基盤研究（B・C）」、
「若手研究」

２段階書面審査

審査準備

＜書面審査＞

＜１段階目の
書面審査＞

各研究者に審査結果を
通知

９月中旬～１０月上旬



2月 3月 4月 5月 6月

科学研究費助成事業
令和8（2026）年

1月12月11月10月9月8月7月6月5月4月

2027年2026年

公募 審査 審査結果通知国際共同研究強化
帰国発展研究
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■主な研究種目の公募スケジュール

＜令和９（2027）年度科研費＞

6月5月4月3月2月1月12月11月10月9月8月7月6月5月4月

2027年2026年

＜令和８（2026）年度科研費＞

上記以外の研究種目の日程については、各公募要領等を確認してください。

公募 審査 審査結果通知

公募 審査 審査結果通知

公募 審査 審査結果通知

公募 審査 審査結果通知

公募 審査 審査結果通知

公募 審査 審査結果通知

特別推進研究

基盤研究（Ｓ）

学術変革領域研究（Ａ・Ｂ）

学術変革領域研究（Ａ）（公募研究）
基盤研究（Ａ・Ｂ・Ｃ）
若手研究

挑戦的研究（開拓・萌芽）

公募 審査 審査結果通知奨励研究

研究成果公開促進費
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■科研費の審査方法　―公平・公正で透明な審査手続―

審査について

研究者が審査委員となり公正で透明性の高い審査システムを支えています。

科研費では質の高い優れた研究課題を選定するため、研究者のピアレビュー（※）による審査を行っています。
※研究者コミュニティが自ら選ぶ研究者が、科学者としての良心に基づき、個々の研究の学術的価値を相互に評価・審査し合うシステム

科研費の審査には、年間約7千名の研究者が審査委員として参画し、利害関係者の応募課題に対しては審査
を行わないこと、審査にあたり知り得た情報は他に漏らしてはならないこととするほか、審査結果の応募者本
人への開示や、審査を行った審査委員の名簿を公表（※）するなど、公正で透明性の高い審査を行っています。
※公表時期：当該公募年度の応募研究課題の審査を行った全ての審査委員の任期が満了する年度

※公表場所：日本学術振興会ウェブサイト（審査委員名簿｜科学研究費助成事業（科研費）｜日本学術振興会 （jsps.go.jp））　

　https://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/14_kouho/meibo.html

さらに、常に公正な審査が行われる必要があるため、日本学術振興会に設置されている学術システム研究セ
ンター（P15）では、審査委員の選考を行い、また利益誘導の有無や審査規程（ルール）に基づいた審査の実施
状況などについて検証や分析を行っています。（採択研究課題を決定するなどの審査そのものは行っていませ
ん。）
審査委員の選考、審査の方針や基準などの詳細については文部科学省、日本学術振興会のウェブサイトでご

覧いただけます。 ［参考資料：審査委員の選考について　P19］［審査基準について（科研費ウェブサイト）］
審査は審査区分を設けており、応募者は審査区分を自ら選択して応募します。
審査の方法は、「2段階書面審査」（同じ審査委員が2段階にわたり書面審査を行い、採否を決定する）や「総

合審査」（同じ審査委員が書面審査の後、合議によって多角的な審査を実施し、採否を決定する）といった方法
があります。

審査基準について（科研費ウェブサイト）
https://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/01_seido/03_shinsa/

科学研究費委員会における
ピアレビュー

審査方針等の決定
公正な審査委員の選考

【基盤研究（A）の場合】
審査方針等の決定
（科学研究費委員会）

審査委員の選考
（学術システム研究センター）

書面審査
書面審査委員と
同一の審査委員
による合議審査

情報の開示・公開

交付内定、決定

審査ルールは全て公開
利害関係者排除を徹底

審査委員をバランスを
考えながら慎重に選考

研究者の希望に応じ
不採択になった

研究課題の審査結果を開示

任期終了後には、
審査委員の名簿を
ウェブサイト等で公開

「基盤研究（A）」については、
採択された研究課題の審査結果の

所見の概要を
科学研究費助成事業

データベース（KAKEN）で公開

総
合
審
査

2
段
階

書
面
審
査

【「基盤研究（B・C）」、「若手研究」、
「挑戦的研究（開拓・萌芽）」の場合】

書面審査

１段階書面
審査委員と

同一の審査委員
による書面審査

https://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/01_seido/03_shinsa/
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■審査の流れ

■【2段階書面審査】（例）―「基盤研究（B・C）」、「若手研究」、「挑戦的研究（開拓・萌芽）」―
「基盤研究（B）」は1課題当たり5名（※1）の審査委員が、「基盤研究（C）」、「若手研究」は、1課題当たり3名の審査委員が、
「挑戦的研究（開拓・萌芽）」は1課題当たり7名から8名の審査委員が審査を実施します。なお、応募件数が多い場合には、
プレスクリーニング（事前の選考）（「挑戦的研究」のみ）を活用し、審査を行います。

■【総合審査】（例）―「基盤研究（A）」―
「基盤研究（A）」は1課題当たり７名から８名の審査委員が配置され、書面審査及び多角的でより丁寧な合議審査を実施
します。なお、応募件数が多い場合には、応募研究課題の機械的分割（※3）を活用し、審査を行います。

（※1）「基盤研究（Ｂ）」において著しく応募件数の少ない状況にある一部の小区分については、複数の小区分での合同審査を5～10名の審
査委員により実施します。

（※2）「挑戦的研究（開拓・萌芽）」は、中区分ごとに審査を行います。

１段階目の書面審査（小区分（※1、2）ごと）

＜審査委員＞

（※3）応募件数が多数の審査区分において、審査委員の負担を軽減するために審査グループを複数設定し、応募研究課題をランダムに振り分
けて審査を実施します。なお、応募研究課題は同一の研究機関からの応募が偏らないように配慮します。

（※4）「基盤研究（S）」等の審査では、「総合審査」に加え、専門性に配慮するため、専門分野に近い研究者が作成する審査意見書を活用します。

１課題当たり、小区分（※1、2）ごとに配置された複数名
の審査委員が書面審査（相対評価）を実施

２段階目の書面審査（小区分（※1、2）ごと）

１段階目の書面審査の集計結果を基に、他の委員の
個別の審査意見も参考にし、主にボーダーライン付
近の研究課題を対象に２段階目の評点を付す

書面審査（中区分ごと）

１課題当たり、より幅広い分野にわたって（中区分ご
と）配置された複数名の審査委員が書面審査（相対
評価）を実施

合議審査（中区分ごと）

書面審査の累計結果をもとに、書面審査と同一の審
査委員が合議によって多角的な審査を実施し、採否
を決定

＜審査委員＞

採
択
課
題
の
決
定

1段階目の書面審査と同一の審査委員

＜審査委員＞ ＜審査委員＞書面審査 合議審査

採
択
課
題
の
決
定

書面審査結果

書面審査と同一の審査委員

参考資料・データ
審査区分について P18
審査委員の選考について P19
審査結果の開示について P20

A

B C

D

E

F G

H

E

C

B

・・・

A

C

B

・・・

A

A

F

B

G

C

H

D
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課題採択後の評価について

採択後、規模、進捗段階に応じた評価を実施しています。

科研費による研究については、研究成果を論文として発表することなどにより、研究者コミュニティの中で

常に評価を受けることになりますが、資金配分機関としても、科研費を交付した研究成果を適切に評価するこ

とは大変重要です。また、研究者にとっても自己評価とは別に第三者の評価を受けることで、これまで行ってき

た研究の見直しや新たな研究の発展につなげることができます。

このため、科研費では「国の研究開発評価に関する大綱的指針」等を踏まえ、規模、進捗段階に応じた評価

を一部の種目（※）において実施しており、評価結果については科研費ウェブサイト等において全て公表してい

ます。

なお、研究の進捗状況によっては、評価の結果、研究経費の減額又は研究の中止が検討されることもあり

ます。
※特別推進研究、学術変革領域研究（A）、基盤研究（S）においては、原則研究期間の中間年度と終了翌年度に実施しています。
※国際情報発信強化においては、助成期間3年目に実施しています。
※国際先導研究においては、研究期間の5年度目と終了翌年度に実施しています。
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■研究成果の紹介

科研費の研究成果について
基礎的なものから私たちの暮らしに役立っているものまで様々な成果が出ています。

「制御性T細胞に関する研究」
坂 口 志 文 大阪大学　特別栄誉教授

研究の成果

 「自己免疫病発症の分子機構：自己反応性T細胞
の制御機構について」 
（平成8年度～　重点領域研究）など

1995年、特異的分子マーカーを用
いて制御性T細胞の同定に成功。制
御性T細胞の存在とその免疫学的重
要性（免疫恒常性維持・過剰免疫の
抑制）を世界で初めて実証。

1979年、制御性T細胞に関する研究
を開始、免疫応答を抑制・調節するT
細胞の存在可能性を追究。 

2003年、制御性T細胞への分化と
抑制機能の獲得を司る転写因子
FOXP3を同定し、Tregの成立・機
能の中核分子基盤を確立。

制御性T細胞の異常が関わる自己免疫病やアレル
ギーの原因・発症機構の解明が進んだ。さらに、制御
性T細胞を標的とした免疫病の治療・予防法の開発に
加え、がん細胞に対する免疫応答の惹起や、移植臓器
に対する免疫寛容誘導など、医療への幅広い応用が
今後期待される。

研究成果の展開

発展の基礎となった科研費の研究

科研費では、1990年代後半から助成

坂口氏は｢末梢性免疫寛容
に関する発見｣により、ノーベ
ル生理学・医学賞（2025
年）を受賞した。

© Nobel Prize Outreach. 
Photo: Clément Morin

「多孔性金属錯体（MOF）の開発」
北 川  進 京都大学　特別教授

研究の成果

 「3次元ネットワ-ク構造を持つヘテロ縮合環配位
子架橋銅錯体の合成と物性」
（平成２年度～　一般研究（C））
「配位空間の化学－分子凝縮、ストレス、変換場の
創成－」
（平成16年度～　特定領域研究）　　　　　など

金属イオンと有機分子を結合さ
せた結晶構造の中の規則的な
「孔」に着目し、ナノレベルの微
細な孔を無数にもつ新しい多孔
性材料（多孔性金属錯体：
MOF）を開発。細孔中に気体を
大量に取り込めることを初めて
立証した。

古代エジプトの時代から使われて
いる活性炭や石油化学産業に欠か
せないゼオライトなど、多孔性材
料は人類の生活に不可欠のもの
であり、さらに高性能で効率的に
利用できる材料が望まれていた。

従来の多孔性材料（ゼオライト
等）では実現できない随意設計
可能な表面機能性、規則性、柔
軟性等を有することを見出し、大
量吸蔵、選択的分離、高効率触
媒などの応用可能性を明らかに
した。

・MOF研究は化学のみならず材料科学の分野に大き
なブレイクスルーをもたらし、現在ではさまざまな機
能を持つ10万種類以上のMOFが開発されている。
・表面積が大きく大量の気体を選択的に吸蔵できる性
質を利用してガスの貯蔵・運搬などに実用化されて
いるほか、大気中からの二酸化炭素や水分の回収、ド
ラッグデリバリーシステムへの利用など、エネル
ギー、環境、医療にわたるあらゆる分野への応用が期
待されている。

研究成果の展開

発展の基礎となった科研費の研究

科研費では、1980年代から助成

北川氏は、リチャード・ロブソン氏、オマー・M・ヤギー氏ととも
に多孔性金属錯体（MOF）の開発によりノーベル化学賞
（2025年）を受賞した。

Artist: Johan Sandell Calligrapher: Marie 
A. Györi and Marianne Pettersson Soold 
Book b inder :  Leonard Gusta fssons 
Bokbinderi AB Photo reproduction: Dan 
Lepp © The Nobel Foundation 2025 

© Nobel Prize Outreach. 
Photo: Nanaka Adachi 

制御性T細胞による免疫制御

制御性T細胞の免疫抑制への応用

多孔性金属錯体

MOFを利用する気体プロセス

分離

貯蔵 変換
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「不合理な信念についての哲学的研究」
宮 園 健 吾 北海道大学　准教授

研究の成果

 「非定型な経験、信念、認知の研究：哲学を
中心とした学際的アプローチ」
 （令和６年度～　基盤研究(A)）など

・人間の信念や判断の説明に関して、「社会認
識論」と呼ばれる哲学分野では、知覚や推論
などの個人的要因ではなく、他者から得た情
報（証言）などの社会的要因が重視される。
・社会的認識論や進化心理学の成果を妄想の
説明に応用しつつ、他者の証言を信頼し、受
け入れるプロセスの失敗が妄想の原因の一
部である可能性を示した(Williams et al. 
2026)。

・統合失調症等において生じる妄想（例：被害
妄想、させられ妄想）はどのようなメカニズム
で生じるのか。
・認知科学や精神医学における先行研究にお
いては、異常な体験（サリエンス）や推論バイ
アスなど、妄想患者個人において生じる個人
的要因の研究が主流であった。

・「他者からの証言を信頼することができない」
という点において、（精神疾患の症状である）
妄想と（精神疾患を必ずしも伴わない）陰謀論
とを比較し、両者の類似性と差異を明らかに
する研究を進めている。
・AIとの会話によって妄想が誘発される「AI誘
発性精神病」の理解にも応用が期待できる。
妄想内容を否定する「人間の証言」が過小評
価され、それを肯定する「AIの証言」が過大評
価されるプロセスについて検討している。

研究成果の展開

発展の基礎となった科研費の研究

科研費では、２０１６年度から助成

宮園氏は｢合理性と非合理性に
ついての哲学的学際的研究｣に
より、第２２回日本学術振興会賞
（令和７年度）を受賞した。

Williams, D., Wilkinson, S., & Miyazono, K., 
(2026) The Social Roots of Delusions, Oxford 
University Press

「ニュートリノ振動の研究」
梶 田 隆 章 東京大学　卓越教授

研究の成果

研究成果の展開

・スーパーカミオカンデを利用した大気ニュート
リノの観測により、地球の裏側で作られた
ミューニュートリノは、長い距離を飛んできた
結果、その一部がタウニュートリノに変化し、検
出器のすぐ真上から降ってくるミューニュート
リノの数に比べて、約半分に減少していること
を発見。

・ニュートリノは素粒子の一種で３種類（電子
ニュートリノ、ミューニュートリノ、タウニュート
リノ）あり、非常に軽く、長い間その質量はゼロ
だと考えられてきた。
・カミオカンデ実験において、大気ニュートリノ
の電子ニュートリノとミューニュートリノの成分
比が理論の予想と異なり、「大気ニュートリノ異
常」という問題を提起、宇宙線が大気中の原子
核と衝突して生成する大気ニュートリノに関す
る研究を開始。

・この現象は、ニュートリノが飛んでいる間に別
の種類のニュートリノに変身してしまう「ニュー
トリノ振動」によるものであり、ニュートリノに質
量があるときだけ起こる。「ニュートリノ振動」の
発見は、ニュートリノがゼロでない質量を持つ
という決定的な証拠となった。

・この発見以降、ニュートリノの質量の研
究とそれを取り入れた素粒子理論の研
究が進展し、太陽ニュートリノ、T2K実験
等により３つのニュートリノ振動の全て
の振動が実験的に確認された。
・ニュートリノの性質を解明することは、宇
宙の初期に、物質と反物質が同じ数あっ
たはずなのに、反物質が消えて物質から
構成される宇宙がどのように作られたか
という謎に迫るものと期待されている。

地球の反対側の上空でつくられた大気ニュートリ
ノは、地球を通り抜けて検出器に到達

スーパーカミオカ
ンデで観測された
ミューニュートリノ

スーパーカミオカンデ内部の様子

発展の基礎となった科研費の研究

科研費では、1990年代から助成

 「大気ニュートリノの研究」
（平成７年度～　基盤研究（Ｃ））など

梶田氏は、アーサー・ブルー
ス・マクドナルド氏と共に、
「ニュートリノが質量を持つ事
を示す、ニュートリノ振動現象
の発見」により、ノーベル物理
学賞（2015年）を受賞した。

ⓒ Ⓡ The Nobel Foundation. Photo: Lovisa Engblom.

写真提供 東京大学宇宙線研究所 
神岡宇宙素粒子研究施設
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KAKEN
（国立情報学研究所ウェブサイト）
https://kaken.nii.ac.jp/

研究成果トピックス
https://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/37_topics/

大型研究種目　採択課題情報
https://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/30_lsrp/

その他の研究成果の公開については、KAKEN（P26）、研究成果トピックス（P29）、大型研究種目 採択課
題情報（P30）でもご覧いただけます。

「持続的な地熱資源利用のための
予測と設計に関する研究」
鈴 木 杏 奈 東北大学　准教授

研究の成果

「機能性ナノ粒子トレーサーによる地
下き裂3次元ネットワークの流体流動
推定法の提案」
（平成２９年度～　若手研究(A)）など

3Dプリンタで作製した模擬き裂モデ
ルと数学的構造解析（トポロジカル
データ解析）を組み合わせ、地下き裂
ネットワークの流路を推定する新手法
を開発した。さらに機械学習を活用し、
フィールドデータから地熱貯留層の構
造を自動的に推定できるシステムを構
築した。

地熱エネルギーは日本が世界有数の資
源量を持つ再生可能エネルギーだが、
地下深部の熱水がどの経路を流れるか
は直接観察できず、効率的な開発の障
壁となっていた。

これまで困難だった地下の「見えない
流路」を、データから科学的に予測・設
計することが可能になった。

地下流路の数理的予測・設計手法の確立
を基盤に、地熱・温泉資源をめぐる地域社
会との共創モデルの構築へと展開。温泉
地域でのテレワーク推進による環境負荷
低減効果の実証や、住民・事業者との対
話を通じた地熱発電の社会受容性研究を
推進している。さらに、地下資源の設計問
題を社会の中の技術のあり方へと領域を
広げ、共創的対話支援研究へと発展して
いる。

研究成果の展開

発展の基礎となった科研費の研究

科研費では、２０１７年から助成

鈴木氏は「持続的
な地熱資源利用の
ための予測と設計
に関する研究」によ
り、令和７年度科学
技術分野の文部
科学大臣表彰 若

手科学者賞を受賞した。また、ナイスステップな
研究者2022（文部科学省科学技術・学術政
策研究所）に選定された。

「チャネルシナプスの発見とその生命機能
の探究」
樽 野 陽 幸 京都大学　教授／

京都府立医科大学　教授

研究の成果

 「味細胞特殊イオンチャネルシナプスに
よる味覚神経伝達機構の全容解明」
 （平成３１年度～　基盤(B)）など

ATP透過性チャネルCALHM1/3を介し
て神経伝達物質を放出する新たな化学シ
ナプス様式「チャネルシナプス」を発見、塩
味・甘味・うま味・苦味の神経伝達を担うこ
とを解明した。

神経細胞間の情報伝達を担うシナプスで
は、小胞の開口分泌が唯一の機構と考えら
れてきた。しかし、味覚受容を担う一部の味
細胞はシナプス小胞をもたずに神経へ情報
を伝達することが知られ、その分子機構は
神経科学の大きな謎だった。

咽喉頭上皮にチャネルシナプスで迷走神
経と接続する新規感覚細胞群を発見した。
これらが侵害化学刺激に応答し、嚥下・咳
嗽反射や咳過敏症に関与することを解明
した。

チャネルシナプスの発見は、小胞分泌が唯一
とされてきた化学神経伝達の常識を覆し、神
経科学分野にインパクトを与え、国内外の生
理学・神経科学の教科書にも記載されてい
る。さらに、味覚受容機構の解明は、食行動
制御や減塩を基盤とした予防医学・食品科
学への応用が期待される。また、本研究は咳
嗽反射や咳過敏症を担う新規感覚器官の発
見にもつながっており、難治性慢性咳嗽に対
する創薬標的としても注目されている。

研究成果の展開

発展の基礎となった科研費の研究

科研費では、２０１３年度から助成

樽野氏は｢チャネルシナプスの
発見とその生命機能の探究｣
により、第２２回日本学術振興
会賞（令和７年度）、「味覚受
容の分子機構の研究」によ
り、令和３年度科学技術分野
の文部科学大臣表彰 若手
科学者賞を受賞した。

© 日本学術振興会

3Dプリンタを活用した模擬岩石作製・流動実験・
シミュレーション

パーシステントホモロジーによる幾何学構造の表現
と岩石構造の定量化

チャネルシナプス

チャネルシナプスをもつ新規感覚上皮細胞

チャネルシナプス

受容膜

https://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/37_topics/
https://kaken.nii.ac.jp/
https://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/30_lsrp/
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そのほか、科研費は小学5・6年生、中学生、高校生の児童生徒の方を対象に科学の興味深さや面白さを発

信する取組「ひらめき☆ときめきサイエンス」を行っています。

これは、児童生徒が全国各地の大学等の研究室を訪問し、実験などを実際に体験して、最先端の研究成果

を見て・聞き・触れることができる訪問体験型プログラムで、平成17(2005)年度のプログラム開始以来、累

計で約9万1千名の児童生徒が参加しています。

受講を希望する児童生徒が在学する学校やその近隣の学校教員の参観・見学も積極的に受け付けていま

す。また、受講生の保護者・家族等が参観・見学できるよう配慮しています。

ひらめき☆ときめきサイエンス
https://www.jsps.go.jp/j-hirameki/

かたちで決まるタンパク質のはたらき
：タンパク質が活躍するミクロな世界を見てみよう

令和7年7月26日
千葉工業大学

医用画像処理分野における人工知能を学ぼう
 - AIの基礎から臓器モデル生成まで

令和7年8月19日～20日
名古屋大学

日本一の望遠鏡を使って天体観測令和7年8月4日～6日
兵庫県立大学

他者の絵を模写する令和7年8月26日～27日
佐賀大学

実施代表者：　伊藤　洋一（自然・環境科学研究所　教授） 実施代表者：　近藤　恵介（芸術地域デザイン学部　准教授）

実施代表者：　山本　典史（工学部　教授） 実施代表者：　森　健策（情報学研究科　教授）

■「ひらめき☆ときめきサイエンス」の様子

https://www.jsps.go.jp/j-hirameki/
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科研費は、文部科学省と日本学術振興会が協力・連携の下、事業を運営しています。科研費の基本的な考え

方、方針を文部科学省が定め、日本学術振興会で多くの種目の審査・全ての研究費の交付を行っています。科

学技術・学術審議会学術分科会の部会や学術システム研究センター（※）等において、現役の研究者の方々の

知見を踏まえた制度改善に取り組んでいます。

※総合科学技術会議（当時）で決定された「競争的研究資金制度改革について（意見）」等を踏ま

え、平成15(2003)年７月、日本学術振興会に設置。公正で透明性の高い審査・評価システムを

確立するために様々な役割を果たしています。

科研費の制度運営について

学術システム研究センター
https://www.jsps.go.jp/j-center/

参考資料・データ

文部科学省
科研費制度を所管

審査方針等を通知

改善要望等

○制度改善

科学技術・学術審議会

必要に応じた
見直し・改善

○審査の基本方針の決定
○科学技術・学術審議会の
　報告・決定等

学術調査官（科研費担当）

日本学術振興会
審査・評価、交付業務の実施

学術システム研究センター

連携

科学研究費委員会

○審査・評価の実施
○審査・評価規程の策定

審査会の運営
や評定基準等
に関わる改善
事項等

○審査委員候補者の選考
○審査の検証
○審査の仕組み・運営、評価
方法等について、PO（研
究者）の立場から見直し・
改善を検討

○審査・評価、制度等を調査
し、必要な指導・助言を実施

https://www.jsps.go.jp/j-center/
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応募・採択件数と予算等について

■「科研費」の応募件数、採択件数、採択率の推移

科研費の応募件数は、令和3（2021）年度以降、コロナ禍に伴う継続研究課題の延長などが影響し減少傾

向にありましたが、令和7（2025）年度の新規応募件数は95,482件と前年度と比較すると1,202件増加し

ました。 また、令和7（2025）年度の採択率は27.2％で、継続分を含めた全体の採択件数は80,864件と

なりました。

※ 主な研究種目について集計しています。

H28 （年度）

（件数）

応募件数（新規）

採択件数（新規＋継続）

採択件数（新規）
（採択率）

101,234

75,290

26,676
（26.4％）

101,247

75,563

25,313
（25.0％）

H23 H29

91,737

63,721

26,170
（28.5％）

H18

94,440

47,285

20,085
（21.3％）

H13

83,548

37,268

17,400
（20.8％）

H8

75,832

30,734

19,781
（26.1％）

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

103,672

75,095

25,796
（24.9％）

H30 R1 R3 R4 R5 R7R6

101,857

78,650

28,892
（28.4％）

R2

104,158

82,768

28,569
（27.4%）

95,208

83,973

26,550
（27.9％）

92,470

83,444

26,435
（28.6％）

90,089

81,158

24,809
（27.5％）

94,280

80,328

95,482

80,864

25,699
（27.3%）

25,931
（27.2％）
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■予算額の推移

科研費の予算額は、第1期・第2期の科学技術基本計画期間中に大きく伸びましたが、第3期から第６期に

おいては、厳しい財政事情の中、ゆるやかな伸びとなっていました。第７期科学技術・イノベーション基本計画

の初年度となる令和８年度の当初予算額は2,479億円で、前年度当初予算額より101億円増となりました。

※1 平成30（2018）年度予算には補正予算50億円を含む
※2 令和3（2021）年度予算には補正予算110億円を含む
※3 令和4（2022）年度予算には補正予算156億円を含む
※4 令和5（2023）年度予算には補正予算654億円を含む
※5 令和6（2024）年度予算には補正予算52億円を含む
※6 令和7（2025）年度予算には補正予算300億円を含む

H27

2,273

H28

2,273

H30

2,336
2,372 2,374

2,487
2,429

2,679

2,479
2,533

3,031

R1 R2 R3 R4 R5 R6R6 R8R7H29

2,284

H23

2,633

H22

2,000

H18

1,895

H17

1,880

H13

1,580

H12

1,419

（※1） （※4）（※5）（※6）（※2）（※3）

第1期
基本計画
（H8年度
～12年度）

第2期
基本計画
（H13年度
～17年度）

第3期
基本計画
（H18年度
～22年度）

第4期
基本計画
（H23年度
～27年度）

第5期基本計画
（H28年度～R2年度）

第6期基本計画
（R3年度～7年度）

H8

1,018

H7

924

S60

420

S50

168

S40

34

（年度）

（億円）

3,200

3,000

2,800

2,600

2,400

2,200

2,000

1,800

1,600

1,400

1,200

1,000

800

600

400

200

0

間接経費の導入
（平成13年度～）

基金化の導入、採択率の改善

「基盤研究(B)」の基金化

令和8年度（当初）予算額2,479億円

学術変革領域研究（B）・基盤研究（S）の基金化

第7期
基本計画
（R8年度～
12年度）
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審査区分について

■研究種目に応じた審査区分

審査区分表は、「総表」、「小区分一覧」、「中区分、大区分一覧」からなり、「総表」を基に、審査区分の全体像
を把握することができます。「基盤研究（B・C）」、「若手研究」のように、平成29(2017)年度助成までの審査
システムにおいて、1細目当たりの応募件数が多い研究種目については、学術研究の多様性に配慮し、これま
で醸成されてきた多様な学術研究に対応する審査区分として小区分を設定しています。小区分は固定化され
たものではなく、学術研究の新たな展開や多様な広がりにも柔軟な対応ができるよう、それぞれの小区分は
「○○関連」となっています。
「基盤研究（A）」、「挑戦的研究（開拓・萌芽）」については、研究種目の目的や性格に応じてより広い分野にお
いて、競争的環境下で優れた研究課題の選定ができるよう、いくつかの小区分を集めた中区分を設定してい
ます。各中区分にはいくつかの小区分を付していますが、その内容は当該中区分に含まれている小区分の内
容だけに縛られず、応募者が自らの判断により、中区分を選択することができます。
「基盤研究（S）」においても、競争的環境下において優れた研究課題が選定できるよう、いくつかの中区分
を集めた大区分を設定しています。
応募者は、「小区分一覧」、「中区分、大区分一覧」の内容の例などを確認の上、応募する審査区分を選択す

ることになります。
■審査区分表（総表 抜粋）

中区分1：思想、芸術およびその関連分野

小区分

01010

01020

01030

01040

大区分A

■審査区分表（中区分、大区分一覧 抜粋）

中区分1：思想、芸術およびその関連分野

小区分 内容の例

01010

大区分A

■審査区分表（小区分一覧 抜粋）

01010

A1

［哲学および倫理学関連］

小区分 内容の例
対応する中・大区分

中区分 大区分

哲学一般、倫理学一般、西洋哲学、西洋
倫理学、日本哲学、日本倫理学、応用倫
理学　など

哲学一般、倫理学一般、西洋哲学、西洋倫理学、日本
哲学、日本倫理学、応用倫理学　など

01020

中国哲学思想、インド哲学思想、仏教思想、書誌学、
文献学　など

01020

A1
［中国哲学、印度哲学および仏教学関連］

中国哲学思想、インド哲学思想、仏教思
想、書誌学、文献学　など

哲学および倫理学関連

中国哲学、印度哲学および仏教学関連

宗教学関連

思想史関連

［哲学および倫理学関連］

［中国哲学、印度哲学および仏教学関連］

大区分は「基盤研究（S）」の審査区分です。応
募する研究者は、審査を希望する大区分をA
～Kから選択します。

中区分は「基盤研究（A）」、「挑戦的研究」の審
査区分です。応募する研究者は審査を希望す
る中区分を選択します。

小区分は審査区分の基本単位であり、「基盤研
究（B・C）」、「若手研究」の審査区分です。応募
する研究者は審査を希望する小区分を選択し
ます。

小区分には内容の例が付してありますが、応
募者が小区分の内容を理解する助けとするた
めのものです。
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審査委員の選考について（「基盤研究」等の場合）

■審査委員候補者データベースの登録者数の推移 ■データベースの登録状況
　（令和7（2025）年度）

■審査委員数
　（令和7（2025）年度）

審査委員の選考を適切かつ公正に行うことで、質の高い優れた研究課題を選定するとともに、科研費の審
査に対する信頼性の向上に努めています。審査委員は学術システム研究センターの研究員が、審査委員候補
者データベース（以下「データベース」という。）に基づき候補者案を作成し、それを基に、日本学術振興会が選
考しています。

このデータベースには、科研費の研究代表者などが登録され、年々登録者数を増やしています（令和7
（2025）年度登録者数：約16万5千名）。また、データベースに登録している情報を常に最新のものに保つた
め、研究者本人が随時登録されている情報の確認・更新を行えるようにしています。

学術システム研究センターでは、データベースに登録されている研究者の専門分野、これまでの論文や受
賞歴などに基づき、専門分野ごとに複数の研究員が担当して候補者案を作成しています。なお、当該候補者案
の作成に当たっては、当該学術研究分野に精通し、公正で十分な評価能力を有する者を選考するとともに、幅
広い視野からの審査が可能となるよう考慮した選考を行っています。また、審査委員の多様性に配慮する観点
から、女性研究者や公私立大学、独立行政法人、民間企業等の研究者の起用に努めることで、応募者の属性に
照らして偏りのない審査体制を確保しています。

この他、次世代の審査委員を育成するなどの観点から、令和元(2019)年度に実施した審査からは、「若手
研究」と「若手研究（B）」の採択経験者をデータベースへ登録し審査委員候補者の拡充を図るとともに、年齢
層が比較的低い（49歳以下）審査委員未経験者を「基盤研究（B・C）」、「若手研究」の審査に積極的に登用す
ることを進めています。

56,731
34%

11,549
7%48,887

30%

48,313
29%

国立大学

公立大学

私立大学

その他
登録者総数
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30%
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うち女性

3,851
55%

531
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1,895
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H22

4,815

H23

5,965

H24

5,597

H25

5,752

H26

5,677

H27

5,408

H28

5,658

H29

5,706

H30

5,652
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審査結果の開示について

■インターネットを通じて開示される書面審査結果の主な内容の例（抜粋）

審査結果を応募者本人に開示し、審査の透明性を確保しています。不採択になった応募者には、今後の研
究計画を立案する上で活用出来るようにしています。

「特別推進研究」、「学術変革領域研究（A・B）」、「基盤研究（S）」、「基盤研究（A）」、「研究成果公開促進費

（研究成果公開発表、国際情報発信強化（A）、学術図書及びデータベース）」、「国際共同研究加速基金（国際

先導研究）」では、不採択となった応募課題又は応募領域ごとに審査結果の所見を開示しています。

また、「特別推進研究」、「学術変革領域研究（A・B）」、「基盤研究（S）」、「基盤研究（A）」、「国際共同研究加

速基金（国際先導研究）」の採択となった課題については、審査結果の所見を応募した本人に開示するととも

に、科学研究費助成事業データベース（KAKEN）でも公開しています。



科学研究費助成事業
令和8（2026）年
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■主な制度改善の例

■会計年度に縛られない研究費の使用：科研費の「基金化」

■基金化による研究費の使用イメージ

年度に捉われずに研究費の使用ができるよう、日本学術振興会に基金を創設しています。基金種目では、複数年度の研究
期間全体を通じて研究費を柔軟に使用できます。
基金対象種目は、3-4ページの各研究種目の詳細を確認してください。

使いやすい研究費を目指して
研究に必要であれば幅広く使えます。
使いやすいよう日々改善を進めています。

研究者や研究機関の要望などを聞きながら、できるだけ使いやすい研究費にするために様々な改善を行っ

ています。

「基金化」によるメリット 
◆研究費を柔軟に執行できます
・研究の進捗に合わせ、次年度以降に使用する予定だった研究費を前倒して使用したり、未使用分の研究費を
次年度以降の補助事業期間内に使用することができます。
・複数年度契約が可能です。
・年度末に発注した物品が翌年度に納品されることになっても差し支えありません。
◆事前の繰越手続なく、次年度における研究費の使用が可能です
・研究者の研究時間の確保や研究機関の事務的負担の軽減に貢献しています。

100万円 100万円 100万円 100万円
当
初
予
定

初年度 2年度 3年度 4年度

100万円
70万円 80万円

100万円
変
更
後

30万円（前倒し分）

30万円（前倒し分） 20万円（次年度使用分）

20万円（次年度使用分）

前倒し使用が可能 繰越しに関する手続不要



22Grants-in-Aid for Scientific Research

■科学研究費補助金の「調整金」制度
基金化されていない補助金種目でも、前倒し使用や次年度使用を可能とする「調整金」制度を導入し、柔軟な研究費の使
用を実現しています。

■科学研究費補助金の「繰越」制度
当初予想し得なかった要因により、年度内に予定している研究が完了しない見込みとなった場合は、所定の手続を経て、補
助事業期間を延長し、補助金を翌年度に繰越すことができます。
また、繰越制度の要件等に合致しない場合には、「調整金」制度により次年度使用の申請ができる場合があります。

■出産・育児や長期海外渡航による研究中断に応じた研究期間の延長
出産や育児のために休暇等を取得する場合に、研究者本人の希望に応じて研究を中断し、その期間に応じて研究期間を
延長できます。また、海外における研究滞在等の期間に応じて研究を中断し、研究期間の延長を可能とする仕組みを導入し
ています。

※初年度に調整金（300万円）
を当初内約額に追加配分

※2年度の当初内約額から
300万円を減額

※3年度の200万円の未使
用額を国庫に返納

※4年度に調整金（200万円）
を当初内約額に追加配分

1000万円 1000万円 1000万円 1000万円
当
初
予
定

初年度 2年度 3年度 4年度

1000万円
700万円

1000万円変
更
後

300万円（調整金）

300万円（減額分）

100万円（繰越し）

200万円（調整金）

前倒し使用が可能 次年度使用が可能

700万円

100万円（繰越し）
200万円（未使用額）

調整金 調整金国庫へ



科学研究費助成事業
令和8（2026）年
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■複数の科研費等の合算使用による共用設備の購入
研究費の効率的な使用や設備の共用を促進するため、共同して利用する設備（共用設備）を、複数の科研費の合算使用

により購入が可能です。また、科研費同士の合算だけでなく、他の競争的研究費制度との合算使用による共用設備の購入
も可能です。合算使用が可能な競争的研究費制度については、文部科学省のウェブサイトを参照してください。

科研費同士の合算イメージ（共用設備の場合）

■研究設備・機器の共用
直接経費により購入し研究機関に寄付された研究設備・機器のうち、以下の条件全てを満たすものについては、所属研
究機関の内外への共用に努めることとしています。

Ⅰ.取得価額が1,000万円以上であること。
Ⅱ.他の研究でも利用できるような汎用性を有すること。
Ⅲ.当該研究設備・機器を共用に供することで、補助事業の遂行に支障をきたすおそれがないこと。

■申請手続きのオンライン化
研究者の研究時間確保及び研究機関における事務負担の軽減等を考慮し、科研費の申請手続きは、紙媒体ではなくオン

ライン（電子申請システム）で行っています。

複数の研究費制度による共用設備の購入について（合算使用）
https://www.mext.go.jp/content/20200910-mxt_sinkou02-100001873.pdf

R1000

A研究室

C研究室

科研費

R1000

B研究室

科研費

別
々
に
使
用

◯×研究所、研究科…

科研費 科研費

◯×研究所、研究科…

同じ装置が
2つも…

他の研究室の
ものはやはり
使いづらい

A研究室 B研究室

共同で費用負担

使用

R3000DX

共用設備 研究支援者

誰でも
使用できる

https://www.mext.go.jp/content/20200910-mxt_sinkou02-100001873.pdf


〇科研費では、不正使用や研究活動における不正行為を防止するため、従来よりハンドブックの配布や各種説

明会の開催などによりルールの周知徹底を図るとともに、各研究機関に対し、「研究機関における公的研究

費の管理・監査のガイドライン（実施基準）」を踏まえた適正な管理体制の下、科研費の管理や諸手続を、研

究者自身ではなく、所属研究機関において行うことを求めています。これにより、研究者の負担軽減や、意図

せぬルール違反の防止などに努めています。

〇研究者に対しては、科研費を公正かつ効率的に使用し、研究活動において不正行為を行わないことを誓約

するとともに、科研費で研究活動を行うに当たって最低限必要な事項（チェックリスト）を確認しなければ交

付申請等が行えない仕組みを電子申請システムに導入しています。

【取組の概要】

○不正を事前に防止するための取組

○組織の管理責任の明確化

○国による監視と支援

研究機関は、「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）」（令和3年2月1

日改正 文部科学大臣決定）及び「研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン」（平成

26年8月26日 文部科学大臣決定）の内容について遵守する必要があり、これらのガイドラインを踏ま

えた体制整備等が求められています。
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■「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン」及び「研究活動における
　不正行為への対応等に関するガイドライン」を踏まえた体制整備等について

科研費の適正な使用と公正な研究活動の推進に向けた取組について

科研費に関する不正を行った研究者については、一定期間科研費を交付しないほか、研究費の返還を

求めることがあります。

なお、これらに該当する研究者については、当該不正の概要を原則公表します。

また、科研費以外の競争的研究費（他府省所管分を含む。）等で不正を行い、一定期間、当該資金の交

付対象から除外される研究者についても、一定期間、科研費を交付しません。

■不正を行った研究者に対する措置

科研費ハンドブック（研究者用）
https://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/15_hand/

https://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/15_hand/


科学研究費助成事業
令和8（2026）年
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■不正使用及び不正受給を行った研究者に対する交付制限期間

■不正行為を行った研究者に対する交付制限期間

※社会への影響が小さく、行為の悪質性も低いと判断され、かつ不正使用額が少額な場合は、交付制限をせず、「厳重注意」の措置を講ずる。

交付制限の対象者 不正の程度と交付制限期間

私的流用の場合、10年

不正使用を行った研究者と共謀者

私的流用以外で
①　社会への影響が大きく、行為の悪質性も高い場合、5年
②　①及び③以外の場合、2～4年
③　社会への影響が小さく、行為の悪質性も低い場合、1年

不正受給を行った研究者と共謀者 5年

不正使用等に
直接関与していないが

善管注意義務に違反した研究者
善管注意義務を有する研究者の義務違反の程度に応じ、上限2年、下限1年

交付制限の対象者 不正の程度と交付制限期間

10年

不正行為
に関与
した者

ア）　研究当初から不正行為を行うことを意図していた
　 　場合など、特に悪質な者

2～3年ウ）　ア）及びイ）を除く不正行為に関与した者

イ）　不正行為があった
　 　研究に係る論文等
　 　の著者

当該論文等の責任を負う著者
（当該分野の学術の進展への影響や社会的影響、
若しくは行為の悪質度に応じて）3～7年

上記以外の著者 2～3年

不正行為に関与していないものの、不正行為のあった研究に係る
論文等の責任を負う著者

（当該分野の学術の進展への影響や社会的影響、
若しくは行為の悪質度に応じて）1～3年



科研費による研究成果は、「科学研究費助成事業データベース（KAKEN）」を通じて広く公開しており、社
会における研究成果の活用を促進するとともに、科研費の理解増進にも努めています。

令和元（2019）年度から、次のとおり、KAKENで公開する情報を一層充実させています。
〇採択時に従来公開していた「研究課題名」や「配分予定額」に加え、「研究の概要」を新たに公開することと
し、研究開始時（交付決定後）において、科研費でどのような研究が行われるかを知ることができるように
しています。

〇研究終了後に公開していた「研究成果報告書」において、従来の専門的な研究成果等に加え、研究成果
の学術的意義や社会的意義を分かりやすく説明した内容を新たに公開することとし、研究者の説明責任
の意識を高めるとともに、科研費でどのような研究成果が生み出されたかを知ることができるようにして
います。

科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果
の公表等については、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人
に帰属します。

〇本データベースには、採択課題の情報（研究代表者所属・職・氏名、研究課題名、配分額、研究期間、研究
の概要等）（昭和40(1965)年度～）や、研究実績報告書の概要（昭和60(1985)年度～）等が登録・公
開されています。（令和７年８月１日時点：累計100万件以上）
〇本データベースでは、研究種目名、研究者名、専門分野名など、様々な項目により、情報検索を行うことが
できます。これによって、最新の研究成果について、幅広くキーワード検索することも可能です。
〇また、研究成果の情報の公開に当たっては、雑誌論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）を公開するこ
とで、KAKENから掲載論文へアクセスできるようにしています。

26Grants-in-Aid for Scientific Research

研究成果の公開について

■「科学研究費助成事業データベース（KAKEN）」について

ＫＡＫＥＮ
（国立情報学研究所ウェブサイト）
https://kaken.nii.ac.jp/

https://kaken.nii.ac.jp/


科学研究費助成事業
令和8（2026）年

GRANTS（研究課題統合検索）は、国の政策等に基づき研究開発を推進する事業により行われている研究

課題について、実施機関や事業の壁を越えて統合的に検索できるサービスです。現在は、科学研究費助成事

業データベース（KAKEN）に加え、JSTプロジェクトデータベースに収録されているデータを検索することが

できます。
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■GRANTS（研究課題統合検索）について

研究者には論文発表などの際、科研費により得た研究成果であることを表示（謝辞（Acknowledgment）

の中で述べる等）するように求めています。

また科研費では、国民の方々に研究成果を広く公開するために必要な費用を直接経費から支出することが

できます。

■謝辞及び研究成果公開のための支出について

論文のオープンアクセス（OA）とオープンデータを含め、研究成果の共有・公開を進め、研究の加速化や新

たな知識の創造などを促すオープンサイエンスの取組が加速しています。

政府方針に沿って、科研費では令和7（2025）年4月以降に新たに行う公募から、学術論文及び根拠デー

タの学術雑誌掲載後、即時に機関リポジトリ等の情報基盤へ掲載することを義務付けています。

また、研究データの適切な管理や利活用を促進する取組を進めており、令和7（2025）年度より科研費の

成果として報告された研究データはKAKENで公開しています。

■科研費におけるオープンサイエンスの取組について

ＧＲＡＮＴＳ（研究課題統合検索）
https://grants.jst.go.jp/

科研費における論文のオープンアクセス化について
https://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/01_seido/08_openaccess/index.html 

科研費における研究データの管理・利活用について 
https://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/01_seido/10_datamanagement/index.html 

https://grants.jst.go.jp/
https://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/01_seido/08_openaccess/index.html
https://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/01_seido/10_datamanagement/index.html
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科学研究費助成事業－科研費－（文部科学省）
https://www.mext.go.jp/a_menu/shinkou/hojyo/main5_a5.htm

科学研究費助成事業－科研費－（日本学術振興会）
https://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/

科研費制度についての様々な情報は、科研費ウェブサイトやwebコンテンツにおいてご覧いただくことが
できます。

1.文部科学省の科研費ウェブサイトでは、文部科学省が審査・評価を行う研究種目を中心に、以下のような情

報を提供しています。

○公募要領、研究計画調書様式

○科学研究費助成事業における評価に関する規程

○審査委員名簿

○「新学術領域研究（研究領域提案型）」「学術変革領域研究（A・B）」の研究紹介

○「新学術領域研究（研究領域提案型）」「学術変革領域研究（A・B）」に係る審査概況とその検証結果

○科研費の配分結果

○科学技術・学術審議会学術分科会研究費部会・科学研究費補助金審査部会の報告書

2.日本学術振興会の科研費ウェブサイトでは、日本学術振興会が審査・評価を行う研究種目を中心に、以下の

ような情報を提供しています。

○公募要領、研究計画調書様式

○科学研究費助成事業における審査及び評価に関する規程

○日本学術振興会 研究機関使用ルール・研究者使用ルール

○科研費ハンドブック（研究機関用・研究者用）

○審査委員名簿

○科研費の審査に係る総括

○電子申請に関する情報

○科研費FAQ

■科研費ウェブサイト

情報発信・広報普及活動について

https://www.mext.go.jp/a_menu/shinkou/hojyo/main5_a5.htm
https://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/


科学研究費助成事業
令和8（2026）年

文部科学省や日本学術振興会では、以下のコンテンツを作成しており、これらはウェブサイトからダウン
ロードできます。
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■広報コンテンツ

主に研究者の方々を対象として、科研費についての基本的な内容を分かりやすく解説しています。

1.「科研費ハンドブック（研究者用）」（和文、英文）

科研費ハンドブック（研究者用）
https://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/15_hand/

研究者及び研究機関の皆様にコンテンツを作成・提供していただき、科研費によって生み出された優れた
研究成果をわかりやすく紹介しています。今後はさらに掲載件数の拡充を進め、より多くの研究者、研究機関
からの研究成果を広く発信していきます。

2.研究成果トピックス

研究成果トピックス
https://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/37_topics/

https://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/15_hand/
https://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/37_topics/
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大型研究種目　採択課題情報
https://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/30_lsrp/

「特別推進研究」、「基盤研究（S）」、「国際先導研究」、「学術変革領域研究（A・B）」の新規採択課題等につい
て研究課題名、研究代表者氏名、研究の概要（和文・英文）等を紹介しています。

3.大型研究種目　採択課題情報

https://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/30_lsrp/


〒102-0083 東京都千代田区麹町5-3-1
電話 03‐3263‐0964　
ウェブページアドレス　https://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/21_renraku/index.html
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独立行政法人日本学術振興会 研究助成部
研究助成企画課

〒100-8959 東京都千代田区霞が関3-2-2
電話 03‐5253‐4111（代）（内線4087/4094）　
ウェブページアドレス　https://www.mext.go.jp/a_menu/shinkou/hojyo/main5_a5.htm

文部科学省 研究振興局 学術研究推進課

科研費に関するお問い合わせ先

※「科研費に関するご意見・ご要望窓口」が日本学術振興会のウェブサイトに開設されておりますので、
　ご意見・ご要望があればこちらにお寄せ下さい。
　ウェブページアドレス　https://www.jsps.go.jp/j-iken_youbou/index01.html

※【科研費パンフレットに関するお問い合わせ先】
　日本学術振興会　研究助成部　研究助成企画課　電話 03-3263-1738

https://www.mext.go.jp/a_menu/shinkou/hojyo/main5_a5.htm
https://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/21_renraku/index.html
https://www.jsps.go.jp/j-iken_youbou/index01.html
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